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第２章 市の高齢者の状況

１．人口と世帯の状況

（１）総人口の推移

本市の総人口は、平成 年（ 年）から令和２年（ 年）にかけて増加傾向にあ

り、令和２年度では 人となっています。

年齢３区分別にみると、生産年齢人口（ ～ 歳）は平成 年（ 年）から令和２

年にかけて若干の増減がありつつも 人強の水準を維持していますが、高齢者人口

（ 歳以上）は一貫して増加傾向で推移しており、令和２年度には 人となりまし

た。また、年少人口（０～ 歳）については、平成 年（ 年）から平成 年（

年）にかけて減少していたものの、令和元年（ 年）以降は増加傾向に転じています。

年齢３区分別人口割合をみると、平成 年（ 年）と比べて令和２年（ 年）の

年少人口割合は減少し、老年人口割合が増加していることから、本市では少子高齢化が進

んでいます。

本市の令和２年（ 年）の高齢化率は ％と４人に１人以上が高齢者となっていま

す。令和元年の高齢化率（ ％）を全国及び沖縄県と比較すると、本市の高齢化率は全

国平均（令和元年： ％）より低く、沖縄県平均（令和元年： ％）よりも高い状況

にあります。

【年齢３区分別人口の推移】

住民基本台帳（各年９月 日現在）

平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

令和元年
（ 年）

令和２年
（ 年）

（％）
（人）

年少人口（ 〜 歳） 生産年齢人口（ 〜 歳） 高齢者人口（ 歳以上） 高齢化率



【年齢３区分別人口割合の推移】

【高齢化率比較】

住民基本台帳（各年９月 日現在）

宮古島市：住民基本台帳（各年９月 日現在）

全国、沖縄県：総務省人口推計（各年 月１日現在）

平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

令和元年
（ 年）

令和２年
（ 年）

（％）

年少人口（ 〜 歳） 生産年齢人口（ 〜 歳） 高齢者人口（ 歳以上）

平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

令和元年
（ 年）

（％）

宮古島市
沖縄県
全国



平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

令和元年
（ 年）

令和 年
（ 年）

（人）

前期高齢者人口（ 〜 歳） 後期高齢者人口（ 歳以上）

（２）高齢者人口の推移

本市の高齢者人口について、前期高齢者・後期高齢者別にみると、前期高齢者は平成

年（ 年）以降増加しており、後期高齢者は平成 年（ 年）以降減少傾向にあり

ます。令和２年（ 年）では前期高齢者数が 人、後期高齢者数が 人となっ

ています。

日常生活圏域別に高齢者率を見ると、平良圏域Ａが ％、平良圏域Ｂが ％、城辺

圏域が ％、下地・上野圏域が ％、伊良部圏域が ％と、平良圏域Ａが他の圏

域に比べて高くなっています。

【高齢者人口の推移】

【日常生活圏域別高齢者人口比較】

住民基本台帳（各年９月 日現在）

住民基本台帳（令和２年（ 年）９月 日現在）

（人／％）

平良圏域A 平良圏域B 城辺圏域
下地・上野

圏域
伊良部圏域

前期高齢者人口
（65〜74歳）
後期高齢者人口
（75歳以上）

高齢者人口
（65歳以上）

圏域人口

高齢化率



（３）人口動態

出生数と死亡数による自然動態について、平成 年（ 年）以降、死亡数が出生数

を上回っており、令和元年（ 年）では出生数が 人、死亡数が 人で 人の自

然減となっています。

転入と転出による社会動態では、平成 年（ 年）までは転出が転入を上回ってい

ましたが、平成 年（ 年）以降は転入が転出を上回っており、令和元年（ 年）

では転入が 人、転出が 人で 人の社会増となっています。

令和元年（ 年）では、自然動態がマイナス、社会動態がプラスとなっていますが、

社会増が自然減を上回っているため、総人口が増加しています。

【人口動態】

【自然動態】

統計みやこじま（各年 月末日現在）

統計みやこじま（各年 月末日現在）

（人）
平成27年

（2015年）
平成28年

（2016年）
平成29年

（2017年）
平成30年

（2018年）
令和元年

（2019年）

出生数

死亡数

増減 ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

転入数

転出数

増減 ▲ ▲

▲ ▲

自
然
動
態

社
会
動
態

増減

▲
▲ ▲

▲ ▲

▲

▲

▲

▲

平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

令和元年
（ 年）

（人）（人）

出生数 死亡数 増減



▲ ▲

▲
平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

令和元年
（ 年）

（人）（人）

転入数 転出数 増減

【社会動態】

（４） 歳以上の世帯員がいる世帯の推移

国勢調査によると、本市の 歳以上の世帯員がいる世帯（以下、「高齢者世帯」という。）

は平成 年以降増加傾向にあり、平成 年（ 年）では 世帯となっており、平

成 年（ 年）と比べると、 世帯増加しています。一般世帯に占める割合について

は、平成 年（ 年）では一般世帯数のうち ％となっています。

また、高齢者世帯 世帯のうち、高齢者単身世帯は 世帯、高齢者夫婦世帯は

世帯となっており、平成 年（ 年）と比べると、特に高齢者単身世帯が 世

帯以上増加しています。

【高齢者世帯の推移】

国勢調査（各年 月１日現在）

統計みやこじま（各年 月末日現在）

平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

（世帯）

その他（多世代同居等）
高齢者夫婦世帯（ 歳以上の夫、 歳以上の妻がいる世帯）
高齢者単身世帯（ 歳以上の単身世帯）



【一般世帯と高齢者世帯の推移】

国勢調査（各年 月１日現在）

沖縄県
平成12年

（2000年）
平成17年

（2005年）
平成22年

（2010年）
平成27年

（2015年）
平成27年

（2015年）
（世帯）

（世帯）

（％）

（世帯）

（％）

（世帯）

（％）

（世帯）

（％）

宮古島市

一般世帯数

高齢者のいる世帯

その他（多世代同居等）

高齢者夫婦世帯
（65歳以上の夫、
   60歳以上の妻がいる世

高齢者単身世帯
（65歳以上の単身世帯）



厚生労働省「介護保険事業報告 月報」（各年９月分）

平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

令和元年
（ 年）

（人）

要介護５

要介護４

要介護３

要介護２

要介護１

要支援２

要支援１

平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

令和元年
（ 年）

（人）

前期高齢者（ 〜 歳） 後期高齢者（ 歳以上） 第２号被保険者（ 〜 歳）

２．被保険者数と要介護・要支援認定者数の推移

（１）要介護・要支援認定者の推移

本市の要介護・要支援認定者数は、平成 年（ 年）以降減少傾向にあり、令和元年

（ 年）では 人となっています。内訳をみると、第１号被保険者について、平成

年（ 年）以降、前期高齢者の認定者は横ばいであるものの、後期高齢者の認定者が

減少傾向にあり、令和元年（ 年）では前期高齢者の認定者が 人、後期高齢者の認

定者が 人となっています。また、第２号被保険者の認定者は 人となっています。

要介護・要支援認定者数を要介護度別にみると、平成 年（ 年）から令和元年（

年）にかけて「要介護２」が 人増と最も増加しています。

【年齢区分別要介護・要支援認定者数の推移】

【要介護度別要介護・要支援認定者数の推移】

厚生労働省「介護保険事業報告 月報」（各年９月分）



‐

平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

令和元年
（ 年）

（％）

重度

要介護４〜要介護５

中度

要介護２〜要介護３

軽度

要支援１〜要介護１

本市の要介護・要支援認定者割合の推移を要介護度３区分別にみると、令和元年（

年）では軽度（要支援１～要介護１）は ％、中度（要介護２～要介護３）は ％、

重度（要介護４～要介護５）は ％となっており、平成 年（ 年）と比べると軽

度認定者の割合が減少し、中重度認定者の割合が増加しています。

また、要介護度３区分別認定者割合を全国、沖縄県と比較すると、本市では軽度認定者

の割合が比較的低く、重度認定者の割合が比較的高くなっています。

【要介護度３区分別認定者割合の推移】

【要介護度３区分別認定者割合の比較（全国、沖縄県）】

厚生労働省「介護保険事業報告 月報」（各年９月分）

厚生労働省「介護保険事業報告 月報」（令和元年（ 年）９月分）

宮古島市 沖縄県 全国

（％）

重度

要介護４〜要介護５

中度

要介護２〜要介護３

軽度

要支援１〜要介護１



（２）第１号被保険者の認定率の推移

本市の第１号被保険者の認定率の推移をみると、平成 年（ 年）以降、全体では

認定率が減少傾向にあり、令和元年（ 年）では ％でした。

令和元年の第１号被保険者の認定率を全国や沖縄県と比較すると、本市の認定率は全国、

沖縄県と比べると高くなっています。

【第１号被保険者の認定率の推移と比較（全国、沖縄県）】

厚生労働省「介護保険事業報告 月報」（各年９月分）

平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

令和元年
（ 年）

（％）

宮古島市
沖縄県
全国



平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

令和元年
（ 年）

（％）

居宅（介護予防）サービス 地域密着型（介護予防）サービス 施設サービス

３．給付費・給付費率の推移

（１）給付費・給付費率の推移

本市の介護保険サービスの給付費は、平成 年（ 年）から平成 年（ 年）に

かけて増加傾向でしたが、平成 年（ 年）以降は減少傾向にあり、令和元年（

年）では 千円となっています。

給付費構成割合をみると、令和元年（ 年）では「居宅（介護予防）サービス」が ％、

「地域密着型（介護予防）サービス」が ％、「施設サービス」が約 ％となってい

ます。

【給付費の推移】

【給付費構成割合の推移】

厚生労働省「介護保険事業報告 年報」

厚生労働省「介護保険事業報告 年報」

平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

令和元年
（ 年）

（千円）

居宅（介護予防）サービス 地域密着型（介護予防）サービス 施設サービス



平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

令和元年
（ 年）

（人）

居宅（介護予防）サービス 地域密着型（介護予防）サービス 施設サービス

（２）受給者数と受給率の推移

本市の介護保険サービス受給者は、平成 年（ 年）以降おおむね減少傾向にあり、

令和元年（ 年）では 人と、平成 年（ 年）から令和元年（ 年）の５

年間で 人減少しました。

認定者に対するサービス受給率の推移をみると、全体では平成 年（ 年）以降、お

おむね横ばいとなっており、令和元年（ 年）では ％でした。その内訳をみると、

「居宅（介護予防）サービス」が ％、「地域密着型（介護予防）サービス」が ％、

「施設サービス」が ％となっています。

【受給者数の推移】

厚生労働省「介護保険事業報告 月報」（各年 月分～ 月サービス利用分）



平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

平成 年
（ 年）

令和元年
（ 年）

（％）

居宅（介護予防）サービス 地域密着型（介護予防）サービス 施設サービス

【受給率の推移】

本市の認定者に対する介護保険サービス受給率を全国や沖縄県と比較すると、本市の全

体の受給率は全国や沖縄県と比べて高くなっています。

【受給率の比較（全国、沖縄県）】

厚生労働省「介護保険事業報告 月報」

（令和元年（ 年） 月分～ 月サービス利用分）

厚生労働省「介護保険事業報告 月報」（各年 月分～ 月サービス利用分）

宮古島市 沖縄県 全国

（％）

居宅（介護予防）サービス 地域密着型（介護予防）サービス 施設サービス



（３）第７期計画におけるサービス別給付費の実績

○介護予防給付費

第７期計画期間のうち、平成 年度（ 年度）、令和元年度（ 年度）の２年間に

わたり、給付費の計画比が ％を超えているものは、介護予防サービスでは「訪問看護」、

「通所リハビリテーション」、「福祉用具貸与」となっています。また、令和元年度（

年度）では「小規模多機能型居宅介護」も、計画値を上回っています。

介護予防給付費の合計は、平成 年度（ 年度）では計画値に対して ％、令和

元年度（ 年度）では計画値に対して ％となっています。

【介護予防給付の計画値と実績値】

「宮古島市高齢者福祉計画及び第７期介護保険事業計画」及び、厚生労働省「介護保険事業報告年報」 

計画値 実績値 計画比 計画値 実績値 計画比

給付費（千円）

人数（人）
給付費（千円）

人数（人）
給付費（千円）

人数（人）
給付費（千円）

人数（人）
給付費（千円）

人数（人）
給付費（千円）

人数（人）
給付費（千円）

人数（人）
給付費（千円）

人数（人）
給付費（千円）

人数（人）
給付費（千円）

人数（人）

計画値 実績値 計画比 計画値 実績値 計画比

給付費（千円）

人数（人）
計画値 実績値 計画比 計画値 実績値 計画比

給付費（千円）

人数（人）

給付費（千円）

区分
平成30年度

（2018年度）
令和元年度

（2019年度）
１．居宅サービス

訪問看護

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

短期入所療養介護（老健）

福祉用具貸与

福祉用具購入費

住宅改修費

特定施設入居者生活介護

３．介護予防支援

予防給付費合計

２．地域密着型サービス

小規模多機能型居宅介護



○介護給付費

第７期計画期間のうち、平成 年度（ 年度）、令和元年度（ 年度）の２年間にわた

り、給付費の計画比が ％を超えているものは、介護サービスでは「訪問介護」、「訪問看護」、

「居宅療養管理指導」、「通所介護」、「福祉用具貸与」、「特定施設入居者生活介護」、「認知症対

応型通所介護」、「小規模多機能型居宅介護」となっています。また、平成 年度（ 年度）

では「通所リハビリテーション」、「短期入所生活介護」、「居宅介護支援」が、令和元年度（

年度）では「看護小規模多機能型居宅介護」が、それぞれ計画値を上回っています。

介護給付費の合計は、平成 年度（ 年度）では計画値に対して ％、令和元年度

（ 年度）では計画値に対して ％となっています。

【介護給付の計画値と実績値】

「宮古島市高齢者福祉計画及び第７期介護保険事業計画」及び、厚生労働省「介護保険事業報告年報」 

計画値 実績値 計画比 計画値 実績値 計画比

給付費（千円）

人数（人）

給付費（千円）

人数（人）

給付費（千円）

人数（人）

給付費（千円）

人数（人）

給付費（千円）

人数（人）

給付費（千円）

人数（人）

給付費（千円）

人数（人）

給付費（千円）

人数（人）

給付費（千円）

人数（人）

給付費（千円）

人数（人）

給付費（千円）

人数（人）

給付費（千円）

人数（人）

給付費（千円）

人数（人）

給付費（千円）

人数（人）

訪問入浴介護

区分 平成30年度
（2018年度）

令和元年度
（2019年度）

１．居宅サービス

訪問介護

住宅改修費

訪問看護

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

通所介護

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

短期入所療養介護（老健）

短期入所療養介護（病院等）

福祉用具貸与

福祉用具購入費

特定施設入居者生活介護



【介護給付の計画値と実績値（続き）】

「宮古島市高齢者福祉計画及び第７期介護保険事業計画」及び、厚生労働省「介護保険事業報告年報」 

計画値 実績値 計画比 計画値 実績値 計画比

給付費（千円）

人数（人）

給付費（千円）

人数（人）

給付費（千円）

人数（人）

給付費（千円）

人数（人）

給付費（千円）

人数（人）

計画値 実績値 計画比 計画値 実績値 計画比

給付費（千円）

人数（人）

給付費（千円）

人数（人）

給付費（千円）

人数（人）

計画値 実績値 計画比 計画値 実績値 計画比

給付費（千円）

人数（人）

給付費（千円）

区分 平成30年度
（2018年度）

令和元年度
（2019年度）

２．地域密着型サービス

地域密着型通所介護

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護
（認知症高齢者グループホーム）

介護療養型医療施設

４．居宅介護支援

給付費合計

看護小規模多機能型居宅介護

３．施設サービス

介護老人福祉施設（特養）

介護老人保健施設（老健）



４．アンケート調査結果

（１）高齢者向けアンケート調査の概要

本計画の策定にあたり、市内に住む高齢者を対象として、市民の日常生活の状況、健康

状態、福祉・介護保険事業に関する意見などを聞き、計画策定の基礎資料とするため、令

和２年度（ 年度）にアンケート調査を実施しました。

調査の概要は以下のとおりです。

○高齢者向けアンケート調査の概要

日常生活・健康度

チェック調査
在宅介護実態調査

調査地域 宮古島市全域 宮古島市全域

対象

宮古島市在住の

歳以上で

在宅生活している人

宮古島市在住の

在宅で要介護認定を

受けている人

配布数 件 ―

抽出方法 住民基本台帳等による無作為抽出 ―

調査方法 郵送による配布・回収 調査員による聞き取り調査

調査期間
令和２年８月７日

～令和２年８月 日
～令和２年 月 日

回収数 件 件

有効回収数 件 件

回収率 ％ ―



（２）事業者向けアンケート調査の概要

本計画の策定にあたり、市内の事業者、事業所を対象として、事業所に所属している職

員・ケアマネジャーの状況、担当している高齢者の入所・入居状況、居宅している高齢者

の在宅生活改善のための方策等について聞き、計画策定の基礎資料とするため、令和２年

度（ 年度）にアンケート調査を実施しました。

調査の概要は以下のとおりです。

○事業者向けアンケート調査の概要

介護人材実態調査 在宅生活改善調査 居所変更実態調査

調査地域 宮古島市全域

対象

市内の小規模多機能型

居宅介護事業所、看護

小規模多機能型居宅介

護事業所、施設・居住

系サービス事業所、訪

問系サービス事業所、

通所系・短期系サービ

ス事業所

市内の居宅介護支援事

業所、小規模多機能型

居宅介護事業所、看護

小規模多機能型居宅介

護事業所

市内の施設・居住系サ

ービス事業所

配布数 件 件 件

調査方法 調査及びメール、 による調査

調査期間 令和２年９月７日～令和２年９月２１日

回収数 件 件 ６件

有効回収数 件 件 ６件

回収率 ％ ％ ％



（３）アンケート調査結果の概要

① 一般高齢者のリスク判定

国の手引きをもとに、調査票の設問を抽出し、生活機能についてのリスク分析を行いま

した。各設問について、一定数以上該当している回答をした場合、「リスク有り」と判定さ

れます。

各リスク分析で用いた設問は以下になります。

分析項目 設問 回答

運動機能

問２（１）階段を手すりや壁をつたわらずに昇ってい

ますか。
３．できない

問２（２）椅子に座った状態から何もつかまらずに立

ち上がっていますか。
３．できない

問２（３）１５分位続けて歩いていますか。 ３．できない

問２（４）過去１年間に転んだ経験がありますか。
１．何度もある

２．１度ある

問２（５）転倒に対する不安は大きいですか。
１．とても不安である

２．やや不安である

転倒 問２（４）過去１年間に転んだ経験がありますか。
１．何度もある

２．１度ある

閉じこもり 問２（６）週に１回以上は外出していますか
１．ほとんど外出しない

２．週１回

口腔機能

問３（２）半年前に比べて固いものが食べにくくなり

ましたか。
１．はい

問３（３）お茶や汁物等でむせることがありますか。 １．はい

問３（４）口の渇きが気になりますか。 １．はい

低栄養

問３（１）身長・体重 回答からＢＭＩを計算

問３（７）６か月間で２～３ 以上の体重減少があり

ましたか。
１．はい

認知機能 問４（１）物忘れが多いと感じますか。 １．はい

うつ傾向

問７（３）この１か月間、気分が沈んだり、ゆううつ

な気持ちになったりすることがありました

か。

１．はい

問７（４）この１か月間、どうしても物事に対して興

味がわかない、あるいは心から楽しめない

感じがよくありましたか。

１．はい



①－１ 運動器の機能低下

運動器の機能低下は、全体の ％が該当者となっています。

運動器機能の低下は、引きこもりや転倒リスクにつながります。

元気なうちにウォーキングやトレーニングをして予防に努めることが必要です。

 

①－２ 転倒リスク

転倒リスクは、全体の ％が該当者となっています。

転倒によって骨折等の外傷に繋がり、更なる運動器機能の低下や、閉じこもりにもつなが

ります。高齢者の転倒を防ぐための環境整備が必要になります。

 

①－３ 閉じこもり傾向

閉じこもり傾向は、全体では ％が該当者となっています。

閉じこもりは、社会的交流が少なくなり、心身の機能低下を招きやすくなる原因となりま

す。

 

21.4 75.0 3.5 0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=1,105)

運動器機能の低下有り リスク無し 判定不能 無回答

29.0 69.1

1.8

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=1,105)

転倒リスク有り リスク無し 判定不能 無回答

23.5 74.7

1.8

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=1,105)

閉じこもりリスク有り リスク無し 判定不能 無回答



①－４ 口腔機能の低下

口腔機能低下は、全体の ％が該当者となっています。

誤嚥性肺炎等、口腔機能の低下による疾病の予防が必要で、口腔機能の訓練や歯科衛生指

導が大切です。

 

①－５ 低栄養

低栄養傾向の状況は、全体の ％が該当者となっています。

低栄養リスクに該当しない場合でも、特にタンパク質の不足は、筋力の衰えにつながり、

さらに要支援認定にもつながるため、重点的に指導が必要です。

 

①－６ 認知機能の低下

認知機能の低下は、全体の ％が該当者となっています。

４割以上の高齢者が認知機能の低下リスクを抱えていることから、認知症予防の取組の重

要性が高いことがうかがえます。

 

23.3 74.4

2.3

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=1,105)

口腔機能の低下有り リスク無し 判定不能 無回答

0.9 90.0 9.1 0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=1,105)

低栄養傾向有り リスク無し 判定不能 無回答

43.2 54.6

2.3

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=1,105)

認知機能の低下有り リスク無し 判定不能 無回答



①－７ うつ傾向

うつ傾向は、全体の ％が該当者となっています。

うつを予防するための仲間づくり・生きがいづくり等の取組の必要性がうかがえます。

 

② 家族構成

家族構成について、「１人暮らし」が ％、「夫婦２人暮らし（配偶者 歳以上）」

が ％、「夫婦２人暮らし（配偶者 歳以下）」が ％、「息子・娘との２世帯」が

％などとなっています。

【家族構成】

41.4 49.3 9.3 0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=1,105)

うつ傾向有り リスク無し 判定不能 無回答

21.0 48.5 2.1 12.9 11.5 4.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=1,105)

１人暮らし 夫婦２人暮らし（夫や妻が65歳以上）

夫婦２人暮らし（夫や妻が64歳以下） 息子・娘との２世帯

その他 無回答



③ 会・グループ等への参加状況

地域での活動については、「趣味関係のグループ」、「収入のある仕事」への参加が約２割

強程度と若干多く、その他の活動への参加が１割程度となっていますが、「学習・教養サー

クル」への参加は ％と相対的に少ない傾向が見てとれます。

地域活動への参加は高齢者にとって、健康維持に効果があるとともに、介護予防の観点

からも重要な役割を果たしています。そのため、高齢になってもやりがいや生きがいを持

って暮らしていけるよう、交流や活躍の場を充実し、参加しやすい地域活動を増やす工夫

が求められています。

【会・グループ等への参加状況】

0.5

2.3

2.2

0.2

1.1

1.2

0.9

10.8

0.9

4.0

4.4

0.7

3.3

1.0

0.5

4.3

0.5

3.7

4.4

1.2

4.0

1.1

0.6

1.3

3.1

4.7

9.4

1.4

2.2

4.3

3.4

2.2

6.2

3.1

4.2

2.5

1.0

5.4

14.0

2.7

42.9

39.5

35.0

45.3

44.6

43.9

38.5

34.6

45.9

42.8

40.4

48.7

43.9

43.1

42.1

44.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①ボランティアのグループ

②スポーツ関係のグループやクラブ

③趣味関係のグループ

④学習・教養サークル

⑤介護予防のための通いの場

⑥老人クラブ

⑦町内会・自治会

⑧収入のある仕事

(n=1,105)

週４回以上 週２～３回 週１回 月１～３回 年に数回 参加していない 無回答



④ 地域づくりへの参加意向

健康づくりや趣味等の地域づくりのグループ活動への参加者としての参加意向について、

「是非参加したい」と「参加したい」を合わせると ％が“参加したい”と回答してい

ます。

企画・運営としての参加意向についても、「是非参加したい」と「参加したい」を合わせ

ると ％が“参加したい”と回答しており、参加者としての参加意向に比べると ％程

度の差があるものの、３分の１以上の方が前向きな回答をしています。また、「既に参加し

ている」については、参加者としての参加状況では ％、企画・運営としての参加状況

では ％と、２ポイント程度の差があります。

【地域づくりへの参加者としての参加意向】

【地域づくりへの企画・運営としての参加意向】

16.3 43.1 25.7 6.3 8.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=1,105)

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない すでに参加している 無回答

5.6 33.7 43.9 4.3 12.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=1,105)

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない すでに参加している 無回答



⑤ 生活の中で望む支援

生活の中で支援を望むことについて、「庭の手入れ、片付け（台風前後など）」が ％

で最も多く、次いで「緊急時の通報システム」が ％、「ときどき声をかけてほしい」

が ％、「話し相手」が ％などとなっています。

【生活の中で望む支援】

17.3

11.0

10.4

9.0

7.8

6.3

5.5

5.4

4.0

3.8

0.6

11.7

50.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

庭の手入れ、片付け（台風前後など）

緊急時の通報システム

ときどき声をかけてほしい

話し相手

買い物の支援（買ってきてほしい）

移動の支援（送迎など）

みんなで食事をする機会（会食など）

簡単な生活支援（ゴミ出し、掃除など）

調理の支援

配食サービス（食事の提供）

金銭管理の支援（成年後見制度など）

その他

無回答

(n=1,105)



⑥ 健康づくりや介護予防のための支援

健康づくりや介護予防のために支援してほしいことについて、「自宅でできる健康体操を

教えてほしい」が ％で最も多く、次いで「運動できる場や運動する機会がほしい」が

％、「介護予防のための情報がほしい」が ％、「認知症に関する情報がほしい」が

％、「いっしょに健康づくりする仲間を教えて欲しい」が ％となっています。

また、「特に必要ない」が ％となっています。

【健康づくりや介護予防のための支援】

18.0

15.9

13.4

12.5

8.8

2.9

41.9

18.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自宅でできる健康体操を教えてほしい

運動できる場や運動する機会がほしい

介護予防のための情報がほしい

認知症に関する情報がほしい

いっしょに健康づくりする仲間を教えて欲しい

その他

特に必要ない

無回答

(n=1,105)



⑦ 介護が必要になった時の暮らし

介護が必要になったときに、どのように暮らしたいかについて、「自宅で受ける介護サー

ビスを利用して、自宅で暮らしたい（ホームヘルプサービスなど）」が ％で最も多く、

次いで「送迎により施設に通って受ける介護サービスを利用して、自宅で暮らしたい（デ

イサービスなど）」が ％、「介護施設に入所したい」が ％、「家族だけの介護を受

け、自宅で暮らしたい」が ％、「高齢者用の住居に入所し、介護サービスを受けたい」

が ％となっています。

また、「いまはまだ、考えていない」が ％となっています。

【生活の中で望む支援】

19.9

16.2

10.9

8.3

7.9

1.6

35.1

10.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自宅で受ける介護サービスを利用して、自宅で

暮らしたい（ホームヘルプサービスなど）

送迎により施設に通って受ける介護サービスを

利用して、自宅で暮らしたい（デイサービスなど）

介護施設に入所したい

家族だけの介護を受け、自宅で暮らしたい

高齢者用の住居に入所し、

介護サービスを受けたい

その他

いまはまだ、考えていない

無回答

(n=1,105)



⑧ 治療中、または後遺症のある病気

現在治療中もしくは後遺症のある病気は、「高血圧」が ％で最も多く、次いで「目の

病気」が ％、「糖尿病」が ％、「筋骨格の病気（骨粗しょう症・関節症等）」が ％

などとなっています。

また、「ない」が ％となっています。

【治療中、または後遺症のある病気】

13.6

48.8

20.0

12.6

11.2

8.0

7.6

6.3

5.2

4.0

3.2

3.2

2.7

2.1

0.9

0.7

0.5

0.5

8.8

8.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ない

高血圧

目の病気

糖尿病

筋骨格の病気（骨粗しょう症・関節症等）

耳の病気

腎臓・前立腺の病気

心臓病

高脂血症（脂質異常）

外傷（転倒・骨折等）

呼吸器の病気（肺炎や気管支炎等）

胃腸・肝臓・胆のうの病気

脳卒中（脳出血・脳梗塞等）

がん（悪性新生物）

血液・免疫の病気

うつ病

パーキンソン病

認知症（アルツハイマー病等）

その他

無回答

(n=1,105)



（４）在宅介護実態調査結果の概要

① 世帯類型

世帯類型は、「単身世帯」が ％、「夫婦のみ世帯」が ％などとなっています。

【世帯類型】

② 主な介護者

主な介護者は、「子」が ％で最も多く、次いで「配偶者」が ％、「子の配偶者」

が ％、「兄弟・姉妹」が ％などとなっています。

【主な介護者】

29.0 22.8 47.2 1.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=193)

単身世帯 夫婦のみ世帯 その他 無回答

63.7

19.6

7.3

3.4

0.6

5.6

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

子

配偶者

子の配偶者

兄弟・姉妹

孫

その他

無回答

(n=179)



③ 在宅生活の継続に必要と思う支援・サービス

今後の在宅生活の継続に必要と思う支援・サービスは、「外出同行（通院、買い物など）」

が ％で最も多く、次いで「掃除・洗濯」が ％、「調理」が ％、「配食」と「見

守り、声かけ」がともに ％などとなっています。

また、「特になし」が ％となっています。

【在宅生活の継続に必要と思う支援・サービス】

15.5

14.5

13.0

10.4

10.4

8.8

7.8

7.3

4.1

3.1

36.3

21.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

外出同行（通院、買い物など）

掃除・洗濯

調理

配食

見守り、声かけ

移送サービス（介護・福祉    等）

サロンなどの定期的な通いの場

ゴミ出し

買い物（宅配は含まない）

その他

特になし

無回答

(n=193)



④ 介護者の勤務形態について

主な介護者の勤務形態は、「フルタイムで働いている」が ％、「パートタイムで働い

ている」が ％、「働いていない」が ％となっています。

【介護者の勤務形態について】

⑤ 介護を理由とする離職の有無

介護者の離職状況について、「主な介護者が仕事を辞めた（転職除く）」が ％、「わか

らない」が ％、「主な介護者以外の家族・親族が仕事を辞めた（転職除く）」が ％、

「主な介護者が転職した」と「主な介護者以外の家族・親族が転職した」がともに ％

となっています。

また、「介護のために仕事を辞めた家族・親族はいない」が ％となっています。

【介護を理由とする離職の有無】

34.1 17.9 38.5 0.0 9.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=179)

フルタイムで働いている パートタイムで働いている

働いていない 主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

7.3

1.1

0.6

0.6

67.6

2.2

20.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

主な介護者が仕事を辞めた（転職除く）

主な介護者以外の家族・親族が仕事を辞めた

（転職除く）

主な介護者が転職した

主な介護者以外の家族・親族が転職した

介護のために仕事を辞めた家族・親族はいない

わからない

無回答

(n=179)



⑥ 介護者の働き方の調整について

介護者の働き方の調整について、「介護のために、「労働時間を調整（残業免除、短時間

勤務、遅出・早帰・中抜け等）」しながら、働いている」が ％で最も多く、次いで「介

護のために、「労働時間を調整」、「休暇」、「在宅勤務」以外の調整をしながら、働いている」

が ％、「介護のために、「休暇（年休や介護休暇等）」を取りながら、働いている」が

％となっています。

また、「特に行っていない」が ％となっています。

【介護者の働き方の調整について】

43.0

26.9

17.2

15.1

0.0

1.1

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特に行っていない

介護のために、「労働時間を調整（残業免除、

短時間勤務、遅出・早帰・中抜け等）」しながら、

働いている

介護のために、「労働時間を調整」、「休暇」、「在宅

勤務」以外の調整をしながら、働いている

介護のために、「休暇（年休や介護休暇等）」

を取りながら、働いている

介護のために、「在宅勤務」を利用しながら、

働いている

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

(n=93)



⑦ 働きながら介護を続けていけそうかについて

今後も働きながら介護を続けていけそうかについて、「問題はあるが、何とか続けていけ

る」が ％で最も多く、次いで「問題なく、続けていける」が ％、「続けていくの

は、やや難しい」が ％、「主な介護者に確認しないと、わからない」が ％、「続けて

いくのは、かなり難しい」が ％となっています。

【働きながら介護を続けていけそうかについて】

26.9 47.3 4.3
2.2

4.3 15.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=93)

問題なく、続けていける 問題はあるが、何とか続けていける

続けていくのは、やや難しい 続けていくのは、かなり難しい

主な介護者に確認しないと、わからない 無回答



⑧ 介護者が不安に感じる介護

主な介護者が不安に感じる介護等は、「夜間の排泄」が ％で最も多く、次いで「認知

症状への対応」が ％、「入浴・洗身」が ％、「食事の準備（調理等）」が ％、

「日中の排泄」と「その他の家事」がともに ％などとなっています。

【介護者が不安に感じる介護】

31.8

30.2

29.6

26.8

25.1

25.1

22.9

20.7

18.4

12.3

11.7

8.4

7.8

3.4

4.5

9.5

2.8

15.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

夜間の排泄

認知症状への対応

入浴・洗身

食事の準備（調理等）

日中の排泄

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

外出の付き添い、送迎等

屋内の移乗・移動

服薬

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

食事の介助（食べる時）

衣服の着脱

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

(n=179)



（５）介護人材実態調査結果の概要

① 資格保有の状況

資格保有の状況について、全体では「介護福祉士」が ％、「介護職員実務者研修修了

等」が ％、「介護職員初任者研修修了等」が ％となっています。

サービス系列別にみると、「通所系」と「施設・居住系」では、「介護福祉士」が５割以上

となっています。

【資格保有の状況】

45.6

27.0

55.4

58.1

4.8

4.8

4.8

4.8

35.1

55.6

22.9

22.6

11.7

5.6

16.9

14.5

2.7

7.1

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 n=333

訪問系 n=126

通所系 n=83

施設・居住系 n=124

介護福祉士 介護職員実務者研修修了等 介護職員初任者研修修了等

いずれも該当しない 無回答



② 正規職員、非正規職員の割合

正規職員、非正規職員の割合について、全体では「正規職員」が ％、「非正規職

員」が ％となっています。

サービス系列別にみると、「通所系」では約８割が「正規職員」となっています。

【正規職員、非正規職員の割合】

63.7

54.8

79.5

62.1

35.4

42.9

20.5

37.9

0.9

2.4

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 n=333

訪問系 n=126

通所系 n=83

施設・居住系 n=124

正規職員 非正規職員 無回答



③ 職員１人あたりの１週間の勤務時間

職員１人あたりの１週間の勤務時間について、全体では正規職員が「 時間」、非正規

職員が「 時間」となっています。

サービス系列別にみると、「通所系」では正規職員、非正規職員ともに 時間以上とな

っています。

【職員１人あたりの１週間の勤務時間】

32.6

28.6

36.0

34.2

35.3

31.3

36.9

37.6

27.8

25.3

32.7

28.7

0時間 10時間 20時間 30時間 40時間 50時間

全サービス系統 n=330

訪問系 n=123

通所系 n=83

施設・居住系 n=124

合計 正規職員 非正規職員



（６）在宅生活改善調査結果の概要

① 過去１年間に自宅等から居場所を変更した利用者の行先別の人数

過去１年間に自宅等から居場所を変更した利用者の行先別の人数について、次の表のと

おりとなります。

利用者の行き先については、約９割が宮古島市内で居場所を変更しています。

【過去１年間に自宅等から居場所を変更した利用者の行先別の人数】

行先 宮古島市内 宮古島市外 合計 

兄弟・子ども・ 

親戚等の家 

0人 1人 1人 

0.0％ 1.6％ 1.6％ 

住宅型有料 
23人 1人 24人 

36.5％ 1.6％ 38.1％ 

軽費 
0人 0人 0人 

0.0％ 0.0％ 0.0％ 

サ高住 
5人 0人 5人 

7.9％ 0.0％ 7.9％ 

GH 
0人 0人 0人 

0.0％ 0.0％ 0.0％ 

特定 
8人 0人 8人 

12.7％ 0.0％ 12.7％ 

地密特定 
0人 0人 0人 

0.0％ 0.0％ 0.0％ 

老健 
10人 0人 10人 

15.9％ 0.0％ 15.9％ 

療養型・ 

介護医療院 

3人 1人 4人 

4.8％ 1.6％ 6.3％ 

特養 
6人 2人 8人 

9.5％ 3.2％ 12.7％ 

地密特養 
0人 0人 0人 

0.0％ 0.0％ 0.0％ 

その他 
1人 0人 1人 

1.6％ 0.0％ 1.6％ 

把握していない   
2人 

3.2％ 

合計 
56人 5人 63人 

88.9％ 7.9％ 100.0％ 



② 現在、在宅での生活の維持が難しくなっている利用者

居宅介護関連事業所に、利用者の生活状況について尋ねたところ、「自宅等に居住／生活

上の問題はない」と「サ高住・住宅型有料・軽費老人ホームに居住／生活上の問題はない」

を合わせて ％の利用者が“生活上の問題はない”との回答でした。

一方、「自宅等に居住／生活の維持が難しい」と「サ高住・住宅型有料・軽費老人ホーム

に居住／生活の維持が難しい」を合わせると ％の利用者は“生活の維持が難しい”と

いう回答となっており、調査票の回収率等を勘案すると、市全体では 人程度が“生活

の維持が困難になり始めている”ものと推定されます。

【現在、在宅での生活の維持が難しくなっている利用者】

87.9% 3.6%

0.0%

8.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=661)

自宅等に居住／生活上の問題はない

自宅等に居住／生活の維持が難しい

サ高住・住宅型有料・軽費老人ホームに居住／生活の維持が難しい

サ高住・住宅型有料・軽費老人ホームに居住／生活上の問題はない

自宅・サ高住・住宅型有料・軽費老人ホームに居住する

利用者のうち、生活の維持が難しくなっている割合

宮古島市全体で、在宅での生活の維持が

難しくなっている利用者数（粗推計）

％

人



③ 生活の維持が難しくなっている理由（本人の状態に属する理由）

本人の状態に属する「生活の維持が難しくなっている理由」について、全体では「必要

な身体介護の増大」と「認知症の症状の悪化」がともに ％で最も多くなっています。

特に、要介護３～５の方については、約８割が「必要な身体介護の増大」が理由となって

います。

【生活の維持が難しくなっている理由（本人の状態に属する理由）】

45.8

20.0

64.3

62.5

40.0

78.6

62.5

50.0

71.4

33.3

30.0

35.7

29.2

30.0

28.6

12.5

30.0

0.0

4.2

0.0

7.1

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計 n=24

要支援1～要介護2 n=10

要介護3～要介護5 n=14

必要な生活支援の発生 増大 必要な身体介護の増大

認知症の症状の悪化 医療的   医療処置の必要性の高まり

その他 本人の状態等の悪化 本人の状態等の改善

該当なし 無回答



④ 生活の維持が難しくなっている理由（本人の意向に属する理由）

本人の意向に属する生活の維持が難しくなっている理由について、全体では「生活不安

が大きいから」が ％で最も多くなっています。特に、要支援１～要介護２の方につい

ては、約８割が「生活不安が大きいから」との回答でした。

【生活の維持が難しくなっている理由（本人の意向に属する理由）】

25.0

10.0

35.7

66.7

80.0

57.1

4.2

0.0

7.1

8.3

0.0

14.3

16.7

0.0

28.6

8.3

0.0

14.3

16.7

20.0

14.3

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計 n=24

要支援1～要介護2 n=10

要介護3～要介護5 n=14

本人が 一部の居宅     の利用を望まないから 生活不安が大きいから

居住環境が不便だから 本人が介護者の負担の軽減を望むから

費用負担が重いから その他 本人の意向等があるから

該当なし 無回答



⑤ 生活の維持が難しくなっている理由（家族等介護者の意向・負担等に属する理由）

家族等介護者の意向・負担等に属する「生活の維持が難しくなっている理由」について、

全体では「介護者の介護に係る不安･負担量の増大」が ％で最も多く、特に、要介護

３～５の方では、７割以上が「介護者の介護に係る不安･負担量の増大」が「生活の維持が

難しくなっている理由」となっています。

【生活の維持が難しくなっている理由（家族等介護者の意向・負担等に属する理由）】

58.3

40.0

71.4

25.0

20.0

28.6

37.5

30.0

42.9

12.5

0.0

21.4

25.0

20.0

28.6

20.8

20.0

21.4

16.7

20.0

14.3

10.0

0.0

0.0

10.0

0.0

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

合計 n=24

要支援1～要介護2 n=10

要介護3～要介護5 n=14

介護者の介護に係る不安 負担量の増大 介護者が 一部の居宅     の利用を望まないから

家族等の介護等技術では対応が困難 費用負担が重いから

家族等の就労継続が困難になり始めたから 本人と家族等の関係性に課題があるから

その他 家族等介護者の意向等があるから 該当なし

無回答



（７）居所変更実態調査結果の概要

① 過去１年間の退居・退所者に占める居所変更・死亡の割合

過去１年間の退居・退所者に占める居所変更・死亡の割合について、次の表のとおりと

なっています。

回答のあった６事業所について、合計 人の方が担当されていましたが、そのうち

人（ ％）が「居所変更」、 人（ ％）が「死亡」となっています。

【過去１年間の退居・退所者に占める居所変更・死亡の割合】

サービス種別 居所変更 死亡 合計 

住宅型有料老人ホーム 

n=2 

8人 1人 9人 

88.9％ 11.1％ 100.0％ 

軽費老人ホーム 

n=0 

0人 0人 0人 

0.0％ 0.0％ 0.0％ 

サービス付き高齢者向け住宅 

n=0 

0人 0人 0人 

0.0％ 0.0％ 0.0％ 

グループホーム 

n=2 

4人 3人 7人 

57.1％ 42.9％ 100.0％ 

特定施設 

n=1 

2人 6人 8人 

25.0％ 75.0％ 100.0％ 

地域密着型特定施設 

n=0 

0人 0人 0人 

0.0％ 0.0％ 0.0％ 

介護老人保健施設 

n=1 

1人 21人 22人 

4.5％ 95.5％ 100.0％ 

療養型・介護医療院 

n=0 

0人 0人 0人 

0.0％ 0.0％ 0.0％ 

特別養護老人ホーム 

n=0 

0人 0人 0人 

0.0％ 0.0％ 0.0％ 

地域密着型特別養護老人ホーム 

n=0 

0人 0人 0人 

0.0％ 0.0％ 0.0％ 

合計 

n=6 

15人 31人 46人 

32.6％ 67.4％ 100.0％ 




